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１．１．１．１．１．調査員派遣の経緯調査員派遣の経緯調査員派遣の経緯調査員派遣の経緯調査員派遣の経緯

１－１　要請の背景

　チリ共和国政府は、全人口の約３分の１に当たる貧困層への対策を重要政策課題として掲げて

いるが、これらの貧困層は相対的に南部の農村部に多く遍在している。特に第５州から第８州ま

での天水農業による零細経営が行われている地域では、土壌及び水利用条件が劣悪な状況におか

れていることがその主たる要因となっており、降雨が少なく冬期間に集中するなどの不安定な利

水状況や水食による土壌浸食の発生などのため、農業開発が著しく制限されている。

　これらの天水農業地域への対策としては、日本のFAOへのトラストファンド事業により1992年

～1995年までの間「中南米西部諸国等土壌浸食対策調査」実施された。同事業の一環として、チ

リ国第８州における土壌浸食の現況調査とその対策を講ずるための有効技術マニュアル作成や住

民組織づくりなどが進められてきた。その成果として、1994年に住民組織による水・土壌保全連

絡網が整備されるとともに、1995年には水・土壌保全委員会が設置され、小流域レベルの５箇所

のモデル地域を選定し、当該地域における水と土壌の保全を踏まえた小規模灌漑技術を各農家に

導入し、併せて栽培作物の多様化等による農業収入の増大を図ることを目標とした活動が提言さ

れた。

　こうした背景の下、FAOによる協力をベースとして第８州に選定されたモデル地域の１つであ

るポルテスエロ地域を主たる対象として、小規模灌漑技術及び水・土壌の保全を図るための技術

などの指導による農業環境保全技術の確立と、ほかの４つのモデル地域のみならずチリ国全般へ

の展開をも視野に入れた住民参加型手法による事業計画の立案、実施等普及活動に係る技術の移

転を行うことを主な目的として、1997年３月、我が国に対するプロジェクト方式技術協力の要請

が提出された。

１－２　短期調査員派遣の経緯・目的

　チリ国から1997年３月に要請された要請書に対し、事前調査団が1998年 11月 15日～29日ま

での間派遣された。その結果、対象地域であるポルテスエロは国内外の関係機関による支援が実

施または予定されており、同地域での標記プロジェクトの実施は、援助が同一地域に集中すると

の観点から好ましくないとの判断がなされた。後日、チリ国政府は対象地域に関し再検討の上、ポ

ルテスエロ近隣のニンウエ地域をプロジェクト対象地域に指定し、改めて要請書を提出越した。

　このようなことから、今次調査団は事前調査結果及び再提出要請書にかんがみ、要請内容の確

認並びにプロジェクトの実施に際し必要な活動事項を見極めるために派遣されたものである。
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１－３　調査員の構成

担当分野 氏　　名 所　　　　　属
総　　括 今井　　伸 農水省構造改善局設計課海外土地改良技術室課長補佐
土壌・水保全 太田　弘毅 農水省農業工学研究所水工部部長
栽培/土壌肥料 久保田　徹 国際農林業協力協会技術参与
技術協力 岩谷　　寛 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課課長代理
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１－４　調査日程

　平成11年８月21日（土）～９月３日（金）：14日間

月　　日 行　　程 調　査　内　容
１ ８月 21 日(土) 成田

→ロサンゼルス
→サンティアゴ

移動（成田 17:20 発(JL062)ロサンゼルス 11:15 着）
移動（ロサンゼルス 14:20 発(LA601)サンティアゴ翌日 6:00 着）

２ ８月 22 日(日) ロサンゼルス
→サンティアゴ

移動（サンティアゴ 6:00 着）
 7:30　Hotel Neruda着
14:30　澤山個別専門家と協議

３ ８月 23 日(月) サンティアゴ  9:00　JICA事務所表敬・打合せ（所長、吉田職員、菅野職員）
10:00　国際協力庁（AGCI）表敬・打合せ
11:00　日本大使館表敬（実井一等書記官）
12:00　FAO事務所表敬（榎木 FAO専門家）
15:00　農業省政策/調査局（ODEPA）表敬・協議
17:00　農牧研究所（INIA）本部表敬・協議

４ ８月 24 日(火) サンティアゴ
→コンセプシオン
→チジャン

 6:40　ホテル出発（→サンティアゴ空港）
移動（サンティアゴ 7:55 発(LA003)コンセプシオン 8:50 着）
 9:30　第８州農業省 SEREMI表敬・協議
　　　（SAG、INDAP、CONAF、同席）
11:30　チジャンへ移動（陸路）
15:30　INIAキラマップ研究センターと協議（第１回）

５ ８月 25 日(水) チジャン  8:30　チジャン発
 9:00～12:30　グアルテ、ペニャフロル、レロッカ地区調査
12:30　ニンウエ区長主催昼食会
14:00　サンホセ地区調査
16:00　サンホセ農家（約 60 名）と意見交換
　　　（於：サンホセ小学校）
16:30　ニンウエ区内での INIA実証活動地区視察

６ ８月 26 日(木) チジャン、
ニンウエ、
ポルテスエロ

 8:30　チジャン発
 9:00　ポルテスエロ区での INIA実証圃場
　　　（Unidad de Validacion）
12:30　ポルテスエロ区農民組合(Casa de Campesino)にて昼食
15:00　INIAキラマップ研究センターで協議（第２回）
　　　（調査団からプロ技のスキームの説明とフレームワーク案
　　　　の提示、プロジェクトの範囲・関係機関との関係・実施
　　　　体制等について協議）

７ ８月 27 日(金) チジャン
→コンセプシオン

 8:30～12:30　INIAキラマップ研究センターで協議（第３回）
　　　（プロジェクト基本計画、実施体制等協議、ミニッツ作成）
12:30　コンセプシオンへ移動
14:00　SEREMI、INIA、INDAP、SAG、CONAFと合同協議
　　　（於：SEREMI）

８ ８月 28 日(土) コンセプシオン
→サンティアゴ

移動（コンセプシオン 14:15 発(UC206)サンティアゴ 15:10 着）

９ ８月 29 日(日) サンティアゴ 資料整理、団内打合せ
10 ８月 30 日(月) 〃  9:00　JICA事務所へ中間報告・打合せ

10:30　ODEPA及び INIAと協議（於：ODEPA）
15:00　同上

11 ８月 31 日(火) 〃 10:15　ミニッツ署名
12:00　（調査団主催カクテルパーティー、於：Hotel Correra）
15:00　JICA事務所報告
17:00　日本大使館報告

12 ９月１日(水) サンティアゴ
→ロサンゼルス

移動（サンティアゴ 22:10 発(LA600)ロサンゼルス翌 8:40 着）

13 ９月２日(木) ロサンゼルス
→成田

移動（ロサンゼルス 8:40 着）
　　（ロサンゼルス 13:00 発(JL061)成田 16:15 着）

14 ９月３日(金) 成田着 帰国（成田 16:15 着）
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１－５　主要面談者

(1) 国際協力庁　International Cooperation Agency (AGCI)

　Ms. Jacqueline Weinstein Levy （長官）

　Ms. Carmen Gloria Marambio （二国間・多国間協力部長）

　Ms. Maria Eugenis Moraga Zamorano （調整部長）

　Mr. Arturo Vergara Moreno （アジア太平洋担当調整官）

　Mr. Pedro Lamirez （農業・インフラ担当）

　Mr. Mitsuo Oba （JICA企画調査員）

(2) 農業省・調査/農業政策局 Ministry of Agriculture (MINAGRI),

Studies and Agrarian Policies Bureau (ODEPA)

　Mr. Angel Sartori Arellano （大臣）

　Mr. Fabio Villalobos R. （ODEPA次長）

　Mr. Hector Raul Jeria Gonzalez （ODEPA灌漑部長）

　Mr. Carlos Aviles Sommers （ODEPA灌漑部）

　Ms. Cecilia Rojas L. （ODEPA国際協力担当）

　澤山　和彦 （ODEPA、JICA個別派遣専門家）

(3) 第８州農業大臣　Regional Secretary of Agriculture, Region VIII (SEREMI-Agriculture)

　Mr. Sigisfredo Scheuermann

(4) 農牧研究所　National Institute of Agricultural Research (INIA)

１）本部

　Mr. Carlos Munoz Schick （副長官）

　Mr. Emilio Ruz （研究本部長）

　Mr. Patricio Callejas F. （国際協力担当）

　Mr. Raimundo Garcia-Huidobro V. （渉外担当）

２）キラマップ研究センター　INIA-Quilamapu Regional Research Center

　Mr. Hernan Acuna Pommiez （所長）

　Mr. Carlos Ovalle Molina （研究開発担当次長 /家畜生産部）

　Mr. Rodrigo Ortega B. （天然資源環境部長）

　Ms. Patricia Zambrano （天然資源環境部・果樹担当）

　Mr. Marcelino Claret Merino （天然資源環境部・GIS担当）
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　Mr. Claudio Perez （天然資源環境部・GIS担当）

　Mr. Jamil Uribe （天然資源環境部・農業土木/灌漑担当）

　Mr. Nelson Veserra （天然資源環境部・土壌物理担当）

　Mr. Carlos Ruiz （経営/生産システム部・農業経済担当）

　Mr. Angelica Salvatierra （作物生産部）

(5) 関係機関・団体

１）農牧開発庁　Institute for Agricultural and Livestock Farming Development (INDAP)

　Ms. Carlos Matamala Inzunza （第８州局長）

　Mr. Rodolfo Torres Guajardo （キリウエ地区担当）

２）農牧庁　Agricultural and Livestock Farming Service (SAG)

　Mr. Raul Raye （第８州局長）

３）森林開発公社　National Forestry Corporation (CONAF)

　Mr. Alberto Bordeu

４）ニンウエ区　Ninhue County

　Mr. Angel Cortes Martinez （区長）

５）TRIGAL　ニンウエ区で普及活動を INDAPから受託している民間コンサルタント会社

　Mr. Andres Castillo

(6) 在チリ日本大使館

　成田　右文 （大使）

　實井　正樹 （一等書記官）

(7) JICAチリ事務所

　村上　正博 （所長）

　吉田　英之 （副参事）

　菅野　清隆 （担当）
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２．２．２．２．２．要約要約要約要約要約

　調査員は８月23日から８月31日までの間、農業省農業政策・調査局（ODEPA）及び農牧研究

所（INIA）キラマップ研究センターをはじめ関係機関との協議及び第８州ニンウエ区における現

地調査を行い、本プロジェクトの背景・内容及びプロジェクトの基本的なフレームワークについ

て確認し、農業大臣等との間でミニッツを取り交わした。

　チリ政府は、自然環境保全及び貧困対策を最重要課題の１つに掲げており、世界銀行の資金援

助による「貧困地域開発計画（PRODECOP）」や「灌漑及び灌漑農地における生産システム技術

実証普及計画（PROVALTT）」等を推進している。日本はこれまでFAOトラストファンド事業を

通じて乾燥地域の土壌保全対策などの調査研究を支援してきたが、本プロジェクトは、特に貧困

対策対象地域でありかつ土壌浸食などによる環境問題が顕著な内陸乾燥地域において、同地域に

有効な技術の開発・実証と普及促進を期待されたものである。

　今次調査では、本プロジェクトは「モデル地区（ニンウエ区）の小流域において持続的農業開

発のための総合化された土壌・水保全技術を実証すること」を目標とすることを確認した。具体

的内容は、①土壌・水保全のための小流域の土地利用計画の作成手法を確立することと、②モデ

ル小流域内のいくつかの実証圃場で土壌・水保全に有効かつ農家が導入しうる個々の技術（不耕

起栽培、小規模灌漑、野菜、果樹栽培等）を総合化し実証することである。

　本プロジェクトは土地利用計画策定手法の確立と有用技術の実証までを活動範囲とするもので

あるが、技術成果が実際の普及事業に反映されるために、普及を担当している農牧開発庁

（INDAP）や関連技術を有する農牧庁（SAG）及び森林開発公社（CONAF）等を本プロジェクト

の合同調整委員会に参加させ、各機関のノウハウを活用しつつ活動を進めることを確認した。ま

た、プロジェクトの円滑な運営及び他の州などへの成果の波及の観点から、中央レベル（農業省

及び INIA本部）が責任機関となることを確認した。

　上記のとおり、本プロジェクトは直接普及事業を行うものではなく、INIAにおける小流域開発

計画手法の確立と有用技術の実証までであるが、モデル小流域の中の実証圃（農家の協力のもと

で農家圃場内に設置する）での成果を周辺農民や関係機関に広く知らしめるために、成果がある

程度まとまった段階で、適宜セミナーなどを開催し、農家のみならず第８州及び他州並びに中央

関係機関に対して、プロジェクトの成果を知らしめるとともに、融資・助成制度の改善に関する

ワークショップなども取り入れることが重要と思われる。

　1999年12月中旬に大統領選挙が予定されており、チリ側関係者と協議した結果、次期実施協議

調査団の派遣は11月上旬までに行うことが望ましいことを確認した。
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３．３．３．３．３．要請の背景等要請の背景等要請の背景等要請の背景等要請の背景等

３－１　本プロジェクトの背景・位置づけ

　チリ国政府の最重要施策の１つとして貧困層農家の生活向上があげられる。また、農業省とし

ては、６項目の開発戦略項目をたてている中で、最も高い優先順位を与えているのは「灌漑振興」

及び「土壌浸食防止」の２項目とされている。対象農家は中小規模の農家とし、それら農家（さ

らに、特に貧困地帯とされている範疇の農家）に対し、持続的な営農を支援するために、小規模

灌漑及び土壌保全技術の導入が最も重要であると認識し、「灌漑及び灌漑農地における生産システ

ム技術実証普及計画（PROVALTT）」を推進しているほか、各種の助成・融資システムを整備し、

その活用を促進させようとしている。

　特にPROVALTTは、ODEPA灌漑部主導により1992年に開始され、現在は第２州から第12州

までにおいて13地区を対象にプロジェクトを実施中（2000年度は20地区に拡大する予定）。13地

区のうち９地区は INIAが技術実証及び普及を受託実施し、３地区は大学が受託、１地区は計画段

階にあり委託先は未定である。

　一方、農業省としては、PROVALTTが期待通りの成果をあげていないとの認識があり、特に貧

困問題の顕著な第８州内陸乾燥地帯でのプログラム（仮称：ニンウエ地区PROVALTT）を対象と

して、同地区における有効な技術の開発・実証・普及の手法を改善することによって、ほかの地

区でのPROVALTTに対する波及効果を強く期待しているとともに、各種農家への助成・融資プロ

グラムを所掌する INDAP、森林保全プログラムを所掌するCONAF、流域資源管理などを支援し

ているSAG及び地方行政組織（区）等が相互に密接に連携する体制が強化されることを期待して

いる。

３－２　土壌浸食防止に対する取り組み

　プロジェクトのタイトルは「住民参加型農村環境保全」となっているが、当該地域における最

大の問題は、土壌浸食防止であり、水不足の解消と土壌と水の保全・管理である。この土壌浸食

防止は、SAGや INDAPがこれまでも対策を講じてきたものであるが、農家が開発された技術を

受入れるところまでは至っていない。ODEPAにしても、内陸乾燥地域の土壌浸食防止と貧困解消

のためには、適切な技術開発が必要であり、国策として推進しなければならないものとして非常

に関心が高い。すなわち、チリ国内陸乾燥地域においては、基本的に土壌浸食は個人の土地所有

地から発生するものであるが、その防止にあたっては流域単位での配慮が不可欠であり、そのた

め；

(1) 流域内にある資源循環に配慮し、

(2) 住民参加による保全対策を講じ、
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(3) 適切な土地利用対策、

(4) 適切な水資源開発、

(5) 適切な土壌・水保全に留意し、

(6) 最終的には経済性にも留意し、

(7) 普及し得る農村地域開発技術を開発することである。

　この意味では、従来型のセンター型プロジェクトとは大きく趣を異にするものであり、本件プ

ロジェクトの主要テーマである土壌浸食防止に対しては、農村地域住民が一丸となって対応しな

ければならない住民参加による総合技術であるといえる。ちなみに、中南米において、土壌浸食

防止は“Conservar el Suelo, es Conservar la Vida（土壌保全は自分達の生活を守る）”といわれ

るように、土壌劣化対策及び貧困対策として政策的に対策が講じられてきている。また、このよ

うな土壌浸食防止対策は、チリ国も締約国（現在145か国）となっている国連砂漠化防止条約にお

いてもその対策の重要性が謳われており、中南米地域にあっては殊に対策を講じなければならな

いものとなっている。

３－３　土壌浸食のメカニズムの把握

　本地域の地形条件は、概してなだらかな丘陵地帯をなしている。伝統的な耕作状況を例にとれ

ば、冬期の雨を待って役畜によるバロベッチョという鋤による荒起こし耕耘を行い、その後は次

年度の５月の雨期の開始までカバークロップもなしでその土地を放置するため、土壌浸食を起こ

す大きな原因となっている。このように土壌浸食は伝統的農業に起因するところ大であるが、冬

期の降雨により地表面が軟らかくなることと、土壌浸食防止のために播種直前に乾期の固い土を

耕耘しようとしても適切な機械を保有しない農家の事情にかんがみれば、次年度の播種のために

バロベッチョを行うことは止むをえない事情であることも理解できる。今後は、農家が受け入れ

やすい実践的な技術を開発することが必要である。

【伝統的農業のサイクル】

３－４　土壌・水浸食防止

　土壌浸食は、USLE（Universal Soil Loss Equation）によれば降雨量、降雨強度、斜面長、土

質等の条件により千差万別である。例えば、平坦地でかつ粘土質を多く含む土質であれば、土壌

改良/土層改良を通じ降雨より前に行う耕耘により貴重な水資源を土中に有効に貯留することが可

　→　　バロベッチョ　　→　　小　　麦　　→　　休　　耕　　→

　　　　　　１年　　　　　　　　１年　　　　　　　２年



－9－

能となり、さらに降雨後に発生するCrustにより、土壌面からの蒸発を防ぎ効果的な水資源の利

用が可能となる。しかしながら、本地区のような丘陵地帯においては、テラス工法のような法止

工法は工事費の観点からも得策ではなく、ナローテラス工法、コンターディッチ工法及び耕作道

と組み合わせた法止めと承水路及び沈砂地あるいは貯水池への導水により土壌浸食防止と水資源

の確保を行うことが考えられる。

　また、導入作物及び耕作方法にもよるが、土壌浸食防止に最も効果的な方法としては、表土を

可能な限り地区外へ流出させないことにある。よって、適正な土地利用により、地区内で発生し

た土壌浸食は同地区内でその流出をとどめる工夫をする必要があろうし、そのためには小流域単

位での適正な土地利用が図られなければならない。

３－５　土壌管理/保全

　土壌浸食はカバークロップがなく裸地状態の土地が最も被害を被るが、これは人間が当該土地

を適正に管理していないからであるといえよう。すなわち、農家が土地を活用することは、その

大地から収穫の恵みを得られるからであり、そのことが担保されなければ農家は土地を耕作し管

理することは困難である。逆説的にいえば、農家が当該農地を管理するということがひいては土

壌浸食を防止することにつながるもので、ここで重要なことは農家に対し営農を行うためのイン

センティブを如何に与えることができるかということである。SAGや INDAPが長年苦労してき

たものの農家がその技術を受入れないということは、その技術の内容が直接農家が受入れ易いも

のであったか、また、農家経済を考慮したものであったのか、その技術を普及させようとする地

区でオンファームトライアルなどにより実証してみせたことなどが今後の検討に値しよう。

　開発技術の実証については、ポルテスエロがINIAの実証圃場として位置づけられており、不耕

起栽培、牧草、小麦、果樹、流出率調査、小規模灌漑等が実証されている。しかしながら、ポル

テスエロ地区は地形上からも土壌肥沃土からもほかの対象予定地区の条件とは大きく異なり、ポ

ルテスエロでの実証技術は直接ほかの内陸乾燥地区への適用は困難である（Ｐ＞２ppm最低必要）

と INIAも認めている。土壌の改善に関しては、まずメディカゴという100㎏/年の窒素固定が期

待できるクローバーに似た牧草をカバークロップとして播種し、翌年度には不耕起栽培による小

麦を栽培、次年度は前出のメディカゴの種子が自生し順次小麦との輪作を可能にさせている。こ

れら技術の普及には種子価格や収量との比較など、経済的検討が必要である。

【改良サイクル】

　→　　メディカゴ播種　　→　　小　麦　　→　　牧　草　　→　　小　麦　　→

　　　　　　 １年 　　　　　　　 １年 　　　　　 ２年 　　　　　 １年
メディカゴの種子は殻が固く、一度播種すると次年度にも草が生える。持続性がある。
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３－６　我が国による協力の可能性

　農家に対するインセンティブとして考えられるのは、まず灌漑である。伝統的農業の場合には

バロベッチョ耕耘のため容易に土砂流出が起きており、当然表土養分が欠乏しているため収量も

少ない。一方、灌漑農業を導入したところでは農地を管理しながら営農を行うため、結果として

土壌流亡を止めることが可能となっている。また、小流域における簡易なため池により流出水を

貯留し、あるいは地下水資源の開発利用によりドリップ灌漑などの節水灌漑の導入が考えられる。

さらに、流域内における自然資源の循環を考慮することが必要である。すなわち、流域内におけ

る不耕起栽培にしても、有機農業がその根幹をなしており、有機質の還元に関しても、その地域

内にあるバイオマスの有効活用を図る必要がある。

　また、土壌保全は個別農家が対応できるものではなく、流域単位での農家の合意形成が最も重

要な要因となる。このため、流域単位での住民参加によるRRAやPRA調査を通じ、PCM及びPDM

をプロジェクト当初に検討することが重要となる。このような流域単位での合意形成を如何に形

成するかは、これまでチリ当局としても対応してこなかったもので、地域資源に対するインベン

トリー調査を通じ、どのような地域開発が最も受け入れやすいものかを健闘することが必要であ

る。営農面では、INIAのポルテスエロ実験圃場での成果を改善し、ニンウエ区に設けられる予定

である実際の農家の圃場での実証が必要である。

　特に、このような小流域単位での合意形成を経て、最も効果的で受入れ易い方法を検討し、実

際の農家の圃場での実証を通じた技術を普及させるためには、開発経済面での検討が必要である。

すなわち、牧草開発、不耕起栽培、灌漑や灌漑農業といった個々の技術は、INIAとしても相当高

い技術レベルを有しているものの、これ以外の土壌保全あるいは農村地域社会の改善といったも

のに関してはまだ改善すべき技術水準と考えられるし、我が国による技術協力は、この点にこそ

貢献できるものと考えられる。
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４．４．４．４．４．分野別報告分野別報告分野別報告分野別報告分野別報告

４－１　土壌・水保全

４－１－１　土壌保全関連

(1) 現地調査の成果と活動内容

１）INAキラマップ研究所における土壌保全技術等の開発状況

①小麦の不耕起播種技術。Ｎ、Ｐ施用下のポルテスエロ試験区で4.5ｔ/haの収量。農家の

肥料購入資金が課題。

②小麦畑の荒耕し後の放置期間（バロベッチョ）の土壌浸食防止と地力増進のため、マメ科

牧草（クローバー・メディカゴ）と小麦の同時不耕起播種技術。播種機、２ppm以上のリ

ン分が必要であるが、いずれも高価なため、ごく一部の農家にしか普及していない。

　畜力利用の不耕起播種機を開発し、更なる改良を予定。

③アグロフォレストリーの観点から、飼料木タガサステの育成技術を開発。幼木が兎の食害

を受けるため、ごく一部の農家にしか普及していない。

④承水路を設置し、流出水を井戸に貯水する技術。

⑤GIS研究：地形図、土壌図（１地点/１㎞２）、気象図、土壌浸食図（フランスの予測方

式）、小麦の不耕起栽培適地図（FAO方式）、ニンウエ地区の農家営農情報。

　外部機関の情報：土壌浸食、表面流出資料（SAG）、第８州36箇所（うち８箇所は内陸

乾燥地帯）の気象観測点、河川流量（104箇所。うち20箇所が内陸乾燥地帯。INIA、気

象局、水資源局の共同調査）、小流域の流出資料（公共事業省灌漑局）

　航空写真から微地形を三次元的に把握する機器の要望があった。

⑥土壌物理研究：測定機器は、100ml 採土円筒・100個、加圧盤・圧膜保水量測定装置一式、

土壌水分計・数点、粒度分析シリンダー・数点程度で、整備が遅れている。土壌透水性測

定装置の要望があった。

２）農家の土壌保全技術の導入状況

①小麦収穫後の荒耕し放置期間に、土壌浸食、肥料分の流去が起こっているが、緑肥などの

導入が農家収入に顕著な効果が表れにくいせいか、土壌保全への取り組みがほとんどなさ

れていない。「テラス工」は農家のメンテが困難な模様である。

②少数ながら、INIAが開発した農法による保全技術を導入する農家もでてきている。

(2) プロジェクト技術協力で想定される成果と活動内容

１）想定される成果

①持続的農業に不可欠な、地力増進のための土壌保全技術が開発される。
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②半乾燥地域において、商品作物（野菜、果樹等）の栽培には、灌漑が不可欠である。しか

しながら十分な水源の確保が困難なため、農地及び周辺の沢からの流出水を集め、これを

貯留して水源とするため、ため池の造成が必要となる。ため池への土砂流入防止を契機と

して、土壌保全への取り組みが強化される。

③土壌保全のための承水路が、一方ではため池貯水のための集水路の役割を果たし、土壌と

水保全の一体的な技術が開発される。

④土壌保全と水保全技術を主体とした、商品作物生産の基盤が形成される。

２）想定される活動内容

①チリ国内の土壌浸食、土壌保全研究に関する既往の資料・文献の調査。

USLE式の適合性の検証。

②図面の作成

(a) 地形図：縮尺1/2,500～ 1/5,000（等高線間隔５ｍ以内）。現存しないため、既存の

GISデータなどより作成。以下、図面が現存する場合のみ明示。

(b) 現況用排水系統図：縮尺1/2,500～ 1/5,000

(c) 土壌図：縮尺1/2,500～ 1/5,000

(d) 土地利用現況図：縮尺1/2,500～ 1/5,000

(e) 浸食被害状況図：縮尺1/1,000

(f) 土地所有図：縮尺1/20,000が現存。

(g) 土地所有者台帳が現存。

③地形、地質、土壌調査

(a) 畑面傾斜（０～８ﾟ、８～15ﾟ、15～ 30ﾟ、30ﾟ以上に区分）

(b) 地質分類図

(c) 土壌分類図（埴土、壌土、砂土の別）

④土地利用現況調査

(a) 畑地、採草地、林地、荒れ地等に区分

(b) 雨期における作物の種類、作物による被覆の程度、畝の方向の調査

⑤気象調査

　地区内及び近隣の測候所等の資料

(a) 一般気象

　最近10か年間の資料。（以下において、観測期間は最良条件を例示）

ａ）平均気温（月平均、年平均）

ｂ）平均降雨量（月別、年降雨量、年降雨日数）
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(b) 特殊気象

　最近30か年間の資料。下記について、第１位～５位までを調査。

ａ）最大日雨量

ｂ）最大時間雨量

ｃ）最大10分間雨量

ｄ）最大連続雨量

⑥排水状況調査

(a) 河川

　流路の断面形状。洪水位（痕跡等）。洪水量（近隣河川の実測値）。河川及び施設の管

理状況。改修計画の有無等。

地区の排水が流下した場合の排水能力。

(b) 地区内外の排水状況

　排水系統。流域面積。地区外から地区内への流入、流出状況。排水路の浸食状況。現

況排水系統図の作成。

(c) 排水施設

　排水路等の位置、規模、能力及び維持管理の状況。位置を現況排水系統図に記入。

⑦道路状況調査

　地区内外の道路状況（配置、幅員、構造、路面の状態等）。道路の浸食実態。道路浸食

が農地に及ぼす影響の程度。維持管理の状況。

⑧農地保全施設調査

(a) 砂防工、急流工、法止め工などの事業主体、施工年、規模、構造、現在の能力、効

果等の調査。位置を図面に記入。

(b) 農家において行われてきた営農上の保全対策や簡単な保全施設等。

⑨営農状況調査

(a) 営農状況

ａ）主要営農類型及びその戸数

ｂ）１戸当たり平均経営規模

ｃ）農家所得

ｄ）家畜飼養頭数

ｅ）機械保有台数

(b) 作付状況

ａ）作付体系

ｂ）作付面積



－14－

ｃ）作付比率

ｄ）作付期間

ｅ）畝立て法（縦畝、横（等高線）畝等）

ｆ）現在行われている水食防止に対する営農上の対策

⑩浸食被害状況調査

(a) リル、ガリ浸食発生状況図の作成

⑪土壌の耐水食性の調査

(a) 作土厚20㎝を基準として、それ以下の場合は浸食が認められるもの、それ以上のも

のは認められないものとして分類し、図示。

⑫土壌浸食量の枠試験

　USLE式にあわせて、幅２ｍ、斜面長20ｍ、傾斜５ﾟ、10ﾟ、15ﾟ、20ﾟの枠試験。

⑬土壌保全対策の実証試験

(a) 面状浸食及びリル浸食の対策

ａ）承水路、集水路、排水路、土砂溜の系統的な配置

ｂ）危険降雨期を考慮にいれた作付形態

ｃ）等高線栽培、マルチング、グリーンベルト

ｄ）土壌改良による雨水の土壌中への保留促進

(b) ガリ浸食の対策

ａ）植林、法止め工等

(c) 計画排水量の算定

ａ）排水路及び集水路については10年に１回、承水路については５年に１回起こると

考えられるピーク流出量適用の妥当性。

ｂ）ピーク流出量の算定

　合理式の妥当性。

⑭土壌保全、地力増進技術のマニュアル作成

４－１－２　水保全関連

(1) 現地調査の成果と活動内容

１）INAキラマップ研究所における水保全技術などの開発状況

①ポルテスエロ地区における、農地流出水をため池に貯水して灌漑利用する技術

　沢の平坦部にため池（20ｍ×40ｍ×深さ３ｍ位）を造成し、農地流出量、貯水量を測

定開始した状態で、灌漑利用技術までには至っていない。

②ため池法面、天端の転圧技術、洪水吐の設計技術は十分でない。



－15－

③地下水開発技術は未着手。

２）農家の水保全技術の導入状況

①ごく一部の農家で、農地出水の貯水が試みられている程度である。水資源が不足している

ため、多くの農家は飲料水の確保に終始し、畑地灌漑用水の確保までは至っていない状

況。

②果樹、野菜等の灌漑栽培による農家収入増への要望は、極めて強い。

(2) プロジェクト技術協力で想定される成果と活動内容

１）想定される成果

①水資源の開発調査法、水資源利用計画法が策定され、商品作物生産の基盤が形成される。

２）想定される活動内容

①水資源開発調査

(a) チリ国内の水文資料の収集と分析。

(b) 現地地形調査

ａ）調査項目

(ｱ) 流域区分

(ｲ) 地形勾配

(ｳ) 地被状況

(ｴ) 営農・土地利用状況

ｂ）調査方法

(ｱ) 地形図の収集・作成

ア）流域面積、地形勾配：縮尺1/20,000（航空写真（白黒）が現存）

イ）地区範囲、面積、区画、道路網、集水、用水利用：縮尺1/2,500～1/5,000。現

存しないため、既存のGISデータなどより作成。以下、図面が現存する場合のみ

明示。

(ｲ) 地被、施設状況等の把握

ア）地被状況

・土地利用（畑、草地、林地、荒れ地、宅地等）：縮尺1/20,000図上に記入

・作目、生育状況、被覆率等の現地路査による時期的(雨期、乾期)な変化の把握。

イ）施設状況

　道路、水路、農業用施設、生活用水施設（特に井戸、貯水施設）等：縮尺1/20,000

図上に記入。水路網と貯水施設（1996～ 97年現在）が記入された地図が現存。
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(c) 現地気象・水文調査

ａ）気象調査

(ｱ) 農業気象図：1/500,000図が現存。農業生態特徴モデルからニンウエ区は３つの

農業気象区に区分される。

(ｲ) 気象図：1/500,000図が現存。１月、７月の最低、最高平均気温等温線図、日射

等線図が現存。

(ｳ) 降雨量

　現地観測。

　近隣の測候所における10か年以上の資料収集。特に降雨量、連続干天日数などに

ついては20か年以上が望ましい。

(ｴ) 蒸発量

ア）水面蒸発量

　現地観測。

　近隣の測候所における10か年以上の資料収集。

イ）蒸発散量

　現地観測。

(d) 水源調査

　流況（水が流れている時期）、水質、水利権等の調査。

(e) 土壌調査

ａ）土壌図（縮尺1/20,000の（農業的？）利用可能度、土壌分類図が現存）

ｂ）土壌の物理性

　三相構造。飽和透水係数等。

(f) 流出量調査

ａ）流出量調査

　現地観測。

ｂ）流出解析

　累加降雨量－流出率図の作成。ピーク流出量等。水資源賦存量地図の作成。

(g) 地下水調査

ａ）既存の井戸による調査

(ｱ) 地下水位観測

(ｲ) 揚水試験

(ｳ) 地下水の流向・流速

(ｴ) 地下水流動量
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(ｵ) 地下水貯留量

(ｶ) 地下水賦存量

ｂ）地下水の探査

(ｱ) 地表路頭（泉）調査

(ｲ) 物理地下探査

　地質調査（既存地質図の有無）、電気探査、電気検層、放射能検層、ボーリング

調査

(h) 営農動向調査

ａ）営農状況、栽培管理状況

ｂ）農家の営農に関する意向

②水資源利用計画の策定

(a) 受益地区の設定

(b) 営農計画の策定

　作付ローテーション、労力投入の可能性、市場の動向などから策定。

(c) 累加水需要量の算定

　降雨量、消費水量、TRAM、営農計画等から算定。

(d) 累加集水可能量の算定

　集水面積、降雨量、流出率、集水効率等から算定。

(e) 総水需要量と総集水可能量の比較検討

(f) 年間最大不足水量の算定

(g) 計画基準年の決定

ａ）年間最大連続干天日数の確率計算

ｂ）年間降雨量の確率計算

(h) 集水池容量の算定

　集水池容量と灌漑可能面積の算定

(i) 集水施設計画の策定

　集水施設の築造方法を含む。

(j) 用水利用施設計画の策定

　自然流下、ポンプ利用。

　点滴灌漑施設の設計法。

(k) 集水域の維持・管理方策

(l) 集水施設の維持・管理方策

(m) 水質管理方策
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(n) 灌漑施設の維持・管理方策

③水資源開発、小規模灌漑技術のマニュアル作成

４－１－３　土壌・水保全にかかわる技術協力の方法・実施体制

(1) ニンウエ区に試験区を設定して、調査、試験を行う。

(2) 実施体制

１）INIAにおける担当者の実施体制。

２）長期・短期専門家の連携体制。

４－１－４　土壌・水保全にかかわる今後の検討事項

(1) 長期専門家と短期専門家の分担内容（試案）

表4-1　長期専門家と短期専門家の分担内容

(2) 必要な資器材（付属資料を参照）

(3) 調査、試験の実施計画

１）土壌保全と水保全技術は、特に、乾燥・半乾燥地帯においては表裏一体の技術であり、総

合的技術として開発する必要がある。

 例えば、自然降雨の有効利用→降雨を可能な限り農地に保水する。このことは、農地流出

水を低減させることであり、土壌保全にも有効である。このためには、深耕、粗大有機物の

投入による土壌団粒化の促進が必要。→地力増進に大きく寄与し、持続的農業の基盤を形成

する。

長期専門家 短期専門家専 門 家
技術開発内容 活動概要 活動概要

1)水資源開発 (1) 降雨流出水の測定
(2) 流出量の予測手法
(3) 流出量の賦存状況図の作成
(4) 流出水の集水手法
(5) 総合気象観測

○地下水の探査、開発
　地下水賦存量の予測
○GIS、航空写真解析
○ため池の築造技術

2)小規模灌漑技術 (1) 野菜、果樹の必要水量の算定
(2) 土層改良、深耕による土壌保水
　　量の増加調査

○点滴灌漑計画手法

1.水保全

3)水保全技術の
　マニュアル作成

(1) 水資源開発、小規模灌漑技術の
　　マニュアル作成

1)土壌浸食の予測手法 (1) 土壌浸食危険度地図の作成 ○GIS、航空写真解析
2)地力増進技術 (1) 土層改良・深耕、有機資源の

　　活用技術
○土層改良、深耕機械
　の適用性調査

2.土壌保全

3)土壌保全技術の
　マニュアル作成

(1) 土壌保全・地力増進技術の
　　マニュアル作成
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　土壌中に保水した降雨で不足する水分補給として、農地流出水や沢水のため池貯水、地

下水利用を考える。

２）調査・試験区の設定に際しては、ため池灌漑技術の普及の観点から、

①８ha程度の比較的農地面積の多い農家で、自己所有農地内にため池築造が可能な場合、

②所有農地が少ない農家数戸をまとめて、ため池用地を捻出する場合の２種類に分けて考え

る必要がある。後者の場合は、営農組合を組織し、土地利用、作付、営農計画、収益管理

等の十分な合意形成が必要となる。

３）想定される調査・試験区の構成

①斜面の上部：ため池貯水源としての小麦、牧草畑。裸地期間の大幅な削減のため、輪作体

系が必要。

②斜面の中部：ため池の築造。下部に位置する果樹、野菜畑へ自然圧で灌漑する上で好都

合。適地がない場合は、斜面下部で築造。

③斜面の下部：果樹、野菜畑。降雨の土壌中への保水増強のため、土層改良、土壌改良が必

要。

４－２　作物栽培・土壌肥料

(1) 第Ⅶ、Ⅷ州の農業と INIA-QUILAMAPUの活動及び技術協力への期待（Carlos Ovalle

Molina研究・技術開発部長の説明）

　８月24日（15:30～ 18:30）、キラマップ試験場と第１回協議を行った。

　はじめに、Ovalle部長より、今回の JICA技術協力が対象とする内陸乾燥地域の農業（小・

中農）とキラマップ試験場の取り組みのあらまし及び技術協力に対する期待が説明された。

　キラマップ試験場が所轄する第Ⅶ、Ⅷの農業は、耕地面積で見ると全国耕地面積の44％を、

また灌漑面積では全国の47％を占め、雇用機会の25％を提供し、農業GNPの30％を担って

いる。主要な生産物はブドウ、林産物及びコメ、ビート、マメ類等の伝統作物であるが、近年

野菜、果樹が伸びている。果樹はナッツ、クリ、サクランボ、ラズベリーなどである。畜産

は、全国肉牛生産の22％を、また酪農は12％を占める。

　キラマップ試験場はⅦ、Ⅷ州農業の近代化と競争力強化のために以下の目標のもとに試験研

究活動を行っている。

１）農牧林業生産物の多様化

２）伝統作物生産の競争力の強化

３）生産システムの持続化と環境保全

４）地域開発のための灌漑の技術、普及及び支援

５）農業経済効率の向上及び農牧業関連企業への貢献
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６）地域林業セクターへの情報提供

　活動の財源は種々の州機関、基金、公的機関、民間及び国際機関とプロジェクトの形をとる

ことにより賄われる。研究者数50名、テクニコ38名、行政22名、他７名。JICAプロジェク

トが対象とする内陸乾燥地帯は南北に連なる標高０～500ｍの花崗岩・変成岩質丘陵地帯の東

面に相当し、総面積は200万ha。土壌は砂質で有機物とリンの含量が低いが適度のカリを含ん

でいる。植生は、エスピナール（Acacia Caven）というアカシア科の低灌木と１年生草本を

特徴とする。殻類生産は、例えばコムギは畜力による鋤耕と手による収穫で生産され、生産物

は自家消費される。傾斜畑地ではリルやガリの浸食が著しい。３年も耕作すれば水食で表土を

失うという。植林、ドリップ灌漑による高品質ブドウ栽培も一般に行われている。第Ⅶ、Ⅷ州

は、海岸からアンデス山脈へ向かって、花崗岩丘陵地帯から中央谷平野部を経てアンデス山麓

に至る地形を有し、キラマップ試験場ではこのような地形連鎖に即した農林業土地利用の理想

図を掲げて、ブドウ栽培、畑作、果樹園、アグロフォレストリー等の個別の技術素材を開発し

ている。ブドウ栽培ではドリップ灌漑と新品種の導入、張りがねネットを使った立体的樹形の

仕立てなどの新技術を、また、畑作ではコムギやレンズマメの不耕起播種機（畜力）の開発、

コムギの育種、低リン土壌に適したカバークロップの探索導入、緑肥等地力増強作物の探索導

入、果樹では傾斜地でも作れるサクランボ、木イチゴ類、オリーブ等の品種導入と栽培技術で

ある。肉・乳兼用羊の新品種の導入も行っている。

　そのようなキラマップ試験場が我が国の技術協力に期待する事項として以下のことが示され

た。

①水利、水資源量の調査

　小流域単位でのため池を作り、果樹栽培等に水をあてがいたい。ごく最近キラマップ試

験地内に小規模ため池が作られ、基礎的調査が始まろうとしている。

②農業機械の改良

　馬耕という伝統耕耘では土壌浸食が甚だしいので、畜力型の不耕機直播機（３～４条播

き）を開発したが、さらに改良を進めたい。

③緑肥等による荒廃畑地の回復と地力増強

　飼料用灌木（タガサステ）、クローバ等の効能が明らかにされていたが、土壌条件など

により普及しにくいという実態があるようだ。牧草類を更に開発して、樹間早生栽培もプ

ロジェクトの中で検討したい意向であった。

④チーズ・ミルクの生産システム

　小規模搾乳機、草生産、酪産物加工等
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　INIA－キラマップとしては、これら技術素材を小流域の中で実践し、評価したい。これま

で個別の点的活動は行ってきたが、500ha等の面的取り組みがなされていないのでこれをやり

たい。また、緑肥については林地の回復等農林業複合も視野に入れたい。このような小流域の

新しい活動は農民、農民組織の考えや社会経済状況を十分に考慮した方向づけをしていきたい

という。

　なお、以上のOvalle部長の説明・要望に対して、日本側は、プロジェクトの考え方は大方

一致するが、プロジェクトは畜産部門には協力しないことを伝えた。

　次に日本側は、あらかじめ用意した「有用個別技術」リストに従って、各技術に対するチリ

側の関心や適用の可能性を打診した。その結果、「不耕起栽培」は農家から受入れられつつあ

る、「等高線栽培」は農民の採用が難しい、「テラス工」は農家のメンテナンスができないし穀

類では無用、しかし将来果樹によいかも。「被覆作物」は関心ありという。「井戸水・地下水利

用」については可能性の調査に着手中。「土壌流亡調査」はコンクリート堰で沈砂量の測定の

経験があり、「航空写真利用技術」は大いに関心があり関係機器が欲しい。「リモセン」はGIS

とともにフランスのSUN systemを採用している。「有機質導入による土壌改良」、「緑肥の利

用」は関心あり。また、域内には土壌病害の発生はなく、特別に有機農業はやっていないとい

う。

(2) キラマップ試験場の研究体制と研究活動

　キラマップ試験場の研究体制は所長及び研究部長の下に、以下の４研究部が配置され、別の

普及部が並列されている。チリ側配布資料に基づき研究内容を括弧内に記した。

１）作物生産部

①バイオテクノロジー・植物ミクロ増殖研究室

②植物病理・線虫研究室

③昆虫研究室

④害虫天敵増殖研究室

⑤穀類品質研究室

（コムギ、イネ、マメ類）

（リンゴ、ブドウ、クルミ）

（タマネギ、ニンニク）

２）天然資源・環境部

①土壌・植物栄養研究室

②リモセン・GIS研究室

③土壌物理研究室
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④地域農業気象研究室

（土壌肥沃度、農業生態、灌漑・水文、土壌保全、農業機械、情報システム、精密農業、持

続的管理・土壌水質汚染、農業気象）

３）動物生産部

①畜産研究室

（ミルク生産、肉牛、養鶏、家畜栄養）

②草地研究室

（灌漑草地、天水草地、草地保全）

（林牧複合、アグロフォレストリー）

４）生産システム、管理部

①農牧企業の管理、農村開発、市場

（環境を汚さない持続的生産システム、輪作と灌漑地域の総合栽培技術、劣化土壌回復の

ためのマメ科植物を用いたアグロフォレストリー技術の開発、土壌劣化診断）

５）普及部

①第Ⅶ、Ⅷ州の灌漑技術の普及等

　８月27日（10:00～ 12:30）、研究室の状況を調査した。

　GIS研究者は総勢４名である。地形図、土壌図（１㎞２当たり１調査）気象図など一般のほ

か、土壌浸食図（フランスの予測法による）コムギ不耕起栽培適地図（FAOによる）、農家営

農情報などを入力している。ニンウエ地区に関する情報としては、農家の営農情報のほか、

SAGの協力があれば土壌浸食・表面流去データの入手利用が可能ということであった。GIS

研究者からは、航空写真から微地形を３次元的に捉える手法の機器が欲しいとの要望があっ

た。

　降水量や表面水の観測状況については、第８州には36箇所の気象観測点があり、うち８箇

所は内陸乾燥地帯にある。また河川の流量測定は INIA、気象局及び水資源局の共同調査によ

り104箇所で行われており、内陸乾燥地帯には20箇所がある。小流域の面積と流去量のデー

タは公共事業省灌漑局から入手可能のようであった。

　土壌肥料研究者は土壌肥沃度、作物栄養、土壌保全、土壌物理の４名（コロラド大学留学中

の土壌物理１名が１年半後に帰任する）である。水利・灌漑及び農業気象の研究者は実員各１

名であるが、土壌物理も含めてこれらの分野には臨時雇用研究者（プロジェクトに付随する雇

用）が数名配属された体制を取っている。臨時雇用研究者のほかに、毎年試験場全体で20～

30名のチジャン大学学生が卒論の研究に来ており、これも戦力になっていると見受けられた。

　土壌化学実験室では土壌・植物体栄養診断の依頼分析が原子吸光装置や比色計の常法で年間
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６万点の規模で行われている。化学分析機器は比較的揃っており、よく使用されている。

　一方、土壌物理実験室は年間2,000点程度の分析が行われているらしいが、測定機器の装備

は100㏄円筒試料管100個程度、Moisture社製の加圧盤・圧膜装置１式、比重法機械分析シ

リンダー数点、ニュートロンスキャッター土壌水分計などを備えている程度で、貧弱である。

インテークレートの測定は経験があるが、ヨーダー式耐水性団粒分析は行っていない。物理研

究室の説明者からは土壌透水性測定装置の要望があった。

　作物栽培部にはブドウ１名、その他の果樹３名、野菜、有機農業、病理及び昆虫各１名の研

究者がおり、４名の臨時研究者が配属している。生物防除（糸状菌による害虫の制御、線虫に

よるナメクジの制御等）の天敵の探索と増殖法が精力的に行われている。またバイテク施設が

２年半前に外部資金により作られ、①作物の遺伝子系統調査と②野菜（チャクル）、イチゴ、

ユーカリ及びオリーブ苗のミクロカルチャーが行われていた。バイテクと生物防除の研究レベ

ルは比較的高いと見受けられた。栽培関係の施設、試験圃場、農業機械の整備状況等について

は遠隔の支場や農場にあるためか、調査することはできなかった。

　参考までに INIA－キラマップ文献目録（Boletin bibliografico INIA-QUILAMAPU 1998.

10）から、当場の1990年以降の研究成果を別添資料に示した。

　大略の研究の傾向としては、各種作物、牧草に対する３ないし４要素施肥試験、緑肥・カ

バークロップの導入・窒素固定能評価、耕耘システムの比較評価の研究が多く、伝統農業で行

われている休閑野草地の土壌の動態、土壌保全、草地改良、灌漑等がこれに次ぎ、対象作物と

しては、コムギ、クローバ、アルファルファ、エスピナーレ、ニンニク、タマネギ、ラズベ

リー、マメ類、ソルガム、トウモロコシ、木イチゴ、ダガサステが扱われている。内陸乾燥地

帯の農業に重要と思われる水利学的あるいは土壌物理、土壌水管理、雨水の有効利用等の研究

はほとんどなされていない、また、有機物などによる土作りや微量要素施肥等の研究もなされ

ていないようだ。

(3) 現地調査

　当プロジェクトは実証展示圃及び農民参加による小流域農業の開発・改善をめざしており、

対象地の選定は極めて重要になる。今回はチリ側が提案しているニンウエ区の中からグアルテ

地区、ペニャフロル地区、レロッカ地区、サンホセ地区を調査した（８月24日）。また、キラ

マップ試験場が技術実証・普及事業を進めているポルテスエロ地区の実証圃を調査した（８月

25日午前中）。

　ニンウエ区はいずれの地区も浸食の進行している花崗岩質丘陵地内（標高数百ｍ）にあり、

急勾配（５～20度）の傾斜面が複雑に入り込んで谷間を作り、傾斜の強い谷間の上部に溝幅

数ｍ～20ｍ程度の巨大なガリが所々にできている。傾斜面は企業林業の植林地と小農の農地
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に利用し尽くされ、自然植生はガリや谷沿い以外にはほとんど見られない。今回の調査時期は

冬の雨期に当たるが、農地は休閑草地、コムギ作付け地（コムギは初期生育期）及び荒起こし

状態（バロベッチョ）のいずれかの状態にあった。土壌は砂質で、乾いたところは非常に硬

い。１農家の平均農地面積は７～８haである。

　このあたりの小農による穀類栽培は以下のような伝統農法によっている。冬場雨期のコムギ

作の後２年間は休閑し、自然野草地化したところに畜役用あるいは自家消費用のわずかの頭数

の牛、馬、羊を放牧する。休閑地は２年後の冬の雨期に土が軟らかくなったところを２頭の馬

で小型の鋤を引いて荒起こしをし、そのまま１年近く放置したあと、翌冬場雨期のはじめにコ

ムギを植え付ける。INIA－キラマップの研究者によれば、冬場の荒起こし放置が土壌浸食を

加速するので、これを不耕起直播にしなければいけないと考えている。農地にはエスピナーレ

（Acacia caben）という灌木が生えているのが、この地域の特徴である。ヘクタール当たり150

本生えていると窒素を35～40㎏固定でき、冬場は落葉して夏の乾期に葉が繁るので冬場畑作

物と光、水の競合をしないという有用な樹種である。

　聞き取りをしたノルマさん農家は、祖父の時代からここで農業を営み、現在は農地１haと

馬１頭でやっている。主人は耕作の合間を近くのブドウ園で農業労働者として働き、４人家族

は民芸品帽子編みの内職で生活を支えている。最近短桿多収のコムギ新品種が出たが、帽子編

み材料に適さないので植えることはしないという。馬耕は２頭必要なので、１頭は借りて来

る。コムギやエンバクは無施肥・散播で栽培され、手収穫の収量は約１ｔ/haである。

　ペニャフロル地区のナンシーさん農家は家族３人で８ha、馬２頭、牛３頭、羊５頭を持つ。

現在の作付けはコムギ２ha、荒起こし３ha、レンズマメ3/4ha、残りは休閑である。レンズ

マメと生まれる仔牛、羊１頭は売って現金収入を得る。荒起こしの馬耕はヘクタール当たり４

日を要するという。NGOの指導などでコムギには施肥している。基肥にりん安（Ｎ：18％、

Ｐ205：45％、80㎏の価額１万3,000ペソ）を100㎏/haと追肥にチリ硝石を施し、収量は1.8

ｔ/ha（コムギ価額90ペソ/㎏）という。農薬は全く使わない。井戸はあるが灌漑に使える量

ではない。もし灌漑水があれば果樹・ブドウを栽培したいという。

　レロッカ地区には50家族の集落があり、そのなかに自主的につくられた集会所がある。こ

のあたりはストロー民芸品の製造と伝統農業が営まれている。その中の谷間の低地にあるフィ

ローメさん農家は古くからスペイン伝来の方法でブドウ栽培をやってきており、園内には50

～100年の古株も残っている。１ha・5,000株当たり10トンのワイン用ブドウ（170ペソ/㎏）

を収穫する。ブドウは地形の高いところでは収量が下がり、５ｔ/ha位になるという。フィ

ローメさんの低地園には井戸があり、生活用水に使っているが５～６ｍの水位は１年中変らな

い。土壌の肥培管理は株際を20㎝程度に掘って肥料を施す程度で、有機物を投入することは

ない。ブドウの剪定枝は腐りにくいということで燃料にしている。ウドンコカビ病防除のた
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め硫黄を葉にかけるが、農薬は一切使っていない。この辺りは土壌酸性問題はなく、したがっ

て炭カルは使っていない。

　ニンウエの村は、空き地のような公園の周囲に民家が並ぶ程度の、探せば雑貨やの１、２軒

もあるのかと思われるような寒村である。ニンウエ地区の人口は6,500人程度で、そのうち、

1,500 人程度がこの町に住む。調査員は区長さんの昼食会に招待され、INDAP地区担当、

INDAP事業にかかわるNGO代表も同席した。区長からは、中・小農だけからなるニンウエ

地区は農民組織と灌漑用ため池を作って中・小農家に適した新技術や農業のやり方によって農

家収益を向上させる、そしてマツやユーカリの侵入から土地や農業を守りたいという地区の願

いが語られた。果樹生産に特化して行くことも重要と考えており、最近、INDAPの融資事業

により地区内の12箇所でアンズとサクランボの生産が開始されたという。JICAプロジェクト

への期待は大きく、プロジェクトのために専用の家屋を提供したいということであった。

INDAPの融資事業制度やニンウエ地区での事業の展開などをめぐって、INDAP担当、区代

表、キラマップ研究者が話し合える場ともなった。

　サンホセ地区は1,057/haに75戸の農家がある。雨量800㎜の山間傾斜地である。傾斜畑地

にはリル浸食が発達していて、傾斜下部では葉色が濃くて土壌養分が下方へ流れているさまが

容易に観察できた。キラマップ試験場としては、このようなところで、高い位置に不耕起栽培

を、谷部、水に近いところには上質ブドウや果樹、例えばサクランボのカバークロップ栽培

を、低地には野菜栽培を配置するといった小流域の地形連鎖的土地利用を検討したいというこ

とであった。

　地区の小学校に90人程の農民が集合しており、農民の要望や考えを直接聞き取る機会を得

た。それらは以下のようなものであった。

１）ブドウ園を広げたいが、水との関係でどこまで広げて良いのかわからない。

２）自分の所は酪農の適地であるが、資金がなくて開発できない。

３）この辺りは土地も水も良いが、利用する手段に欠けている。

４）土地の劣化をもたらしたのは我々だ。不耕起栽培など新技術を取り入れよう。これでコム

ギ増収した。

５）プロジェクトを支援したい。子どもが小学校に行けるように生活を向上させたい。

６）荒起こし農法をやめ、コムギにミニマムチレジをやったら土が良くなった。

７）ブドウに水を効率的に使うためにドリップ灌漑をやってみたい。

８）土壌診断をしてもらった。一部をドリップ灌漑のイチゴにしたい。

９）自分の所はすべて天水でやっている。天水農業の技術が欲しい。

10）水があるので上質ブドウをやっていこうと考えている。

11）水はあるとの話しがでたが、今年になって水で出なくなったところもある。ガリの中に井
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戸を掘っているNGOもいることを伝えたい。

12）牧草が不足している。種を播いても生えない土地がある。

13）ドリップ灌漑でブドウをやりたい。そのためのため池が欲しい。

　サンホセ地区にはキラマップ試験場が農家に委託して実施している実証普及圃がある。その

模様を調査した。

　畑地内に馬鋤によって承水路を作る、承水路の肩を草生として強度を持たせる、表面流去水

は簡易板堰で沈砂したのちため池に導く、その水を下の畑に使うという展示圃があったが、造

成間もないので水等のデータはまだない。また、コムギ不耕起直播栽培（1.8ｔ/haに対して

３ｔ /ha）、窒素施用量試験（最高収量はＮ 140 ㎏ /ha 施用下の６ｔ /ha）、タガサステ

（Chamaecytisus proliferus）/クローバ（Medicago polymorphe）の家畜飼養畑等の展示圃

があった。タガサステはカナリー諸島原産のものがニュー・ジーランドを経て導入されたマメ

科の灌木で、乾期に緑葉が飼料となり、また大量の窒素固定、有機物富化により土壌を改良で

きる。しかしながら、植え付けの幼苗期にウサギが食害し、金網防除に金がかかるので普及し

にくいという。

　ポルテスエロ区で展開しているキラマップ試験場の実証展示圃場を調査した。地形や樹木の

茂り具合からポルテスエロ区はニンウエ区に比べて農業立地条件が良いと察せられた。ここで

はコムギのＮ、Ｐ施用下不耕起直播栽培で4.5ｔ /haの収量を得ていた。

　コムギの後の休閑地にメジカゴを植え付ける。いわゆる畑・牧草輪環（ley faming）の展

示試験圃が傾斜地に作られていた。コムギとメジカゴを２行程で同時期に播種すると、コムギ

収穫跡地には翌年雨期に硬質種子であるメジカゴの植生が再生する。そこに放牧すると従来の

休閑野草地に比べて３倍の牧養力がある。メジカゴは100㎏/haの窒素を固定でき、土壌を肥

やし、コムギ栽培は窒素無施用で済む。この体系には機械が必要で、また土壌リンレベルもメ

ジカゴを維持するためある程度高くなければならない（２ppm以上）。また、安価ではあるが

根粒菌接種も必要である。政府は地力向上のための助成を行っており、不耕起栽培経費の30

％、牧草植え付け費（承水路造成や根粒菌の費用も含む）の50％及び土壌リンを 10ppmまで

高めるためのリン投入費の50％を補助するシステムがあり、これらの利用を含めて本農法の

営農評価を行っている。今後、植え付け牧草種の構成について一層の検討が必要とのことで

あった。Lay Farming試験の隣では、ブドウの草生栽培における草枯殺処理試験を行ってい

た。土壌水改善と有機物富化を狙うものであるが、これらの実測は行われていない。

　見学者は必ずしも多いとはいえない、また技術も普及していないと言う。

　傾斜地底部に昨年造成したというアースため池が水を湛えていたが、これの利用試験や水量

調査はこれからである。周囲の低地はブドウ園が一面に広がっている。それより少し高い位置
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の緩傾斜地にブドウ栽培展示圃（ドリップ灌漑、仕立て方、高品質種Cabernet sauvignon等）

植え付けて年数の経っていないオリーブ、サクランボの品種比較試験圃などが小規模に展示さ

れている。

　このような展示普及圃に対して周囲農家の見学は必ずしも多くはないようで、Ley farming

は優れていても普及していない。その理由については十分に聞き出すことができなかった。後

日、施肥すれば儲かることがわかっているなかで無施肥農家が依然として存在する理由を尋ね

たところ、cultivationに問題があるとのこと。硬くて耕せないということか、施肥耕作する

資金がないということか。

(4) プロジェクトの活動項目について

　今回の短期調査の主要な目的は、「土壌肥料・栽培」の立場から、チリ側が要請してきた活

動内容の、特に「土壌保全」及び「栽培・営農技術」が適切か否かを確認することにある。

　活動項目が妥当か否かは、①キラマップ試験場側の日本側技術協力への要望の確認、②カウ

ンターパート機関の協力体制の吟味、③現地農業及び環境資源の実態把握、④「農民参加と展

示圃などによる小・中農家への技術の実証・普及」というプロジェクトの性格への適合性及

び、⑤プロジェクト期間内の成果の見込みの５点を考慮して決めるべきであろう。

　今回の短期調査は、しかしながら、②のキラマップの協力体制を十分に把握するに至らな

かった。調査に対応したキラマップ試験場関係者とサンチャゴ関係省庁機関の技術協力に対す

る熱意は明らかであったが、キラマップ試験場において環境、栽培、生産システム等研究各部

の部長や分野別研究者グループと直接会って意向を確かめたり、意見交換を行うことができな

いまま調査を終了した。協議や現地調査には生産システムの農業経営研究者１名、果樹栽培研

究者２名、GIS研究者１名、灌漑研究者１名（現地案内のみ）が加わり、彼らの感触は得るこ

とができたが、土壌や果樹を除く栽培分野と話し合う機会は皆無であった。また、③の状況把

握も十分ではない。とくに、プロジェクト活動の内容のかなりを決めるところの水資源につい

て、小流域の表面水量等の情報確保や事前検討がチリ側で行われていないと見受けられた。域

内外の未利用有機物資源や畜産廃棄物の利用の実態なども試験場から情報を得ることはできな

かった。試験場側からは「植物機能による農耕地管理技術」と「果樹」の重要性と関心が強調

されるきらいがあったが、これが試験場の全体図、あるいはプロジェクトのイメージなのかと

やや疑問が残った。

　以上のような制約はあるものの、「土壌管理及び土壌保全技術」は重要な活動項目と考えら

れた。これはコムギなど伝統的穀類生産畑地のほかに、灌漑水が得られれば始まるであろう野

菜栽培の畑及び既往ブドウ園やサクランボ等新規果樹園の土壌を対象としたい。この課題の活

動内容をキーワードにあげれば、緑肥などによる地力管理・保全管理（一般畑地）、果樹園・
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野菜園の堆肥等有機物による土作り、土壌水分の実態調査と改善技術、天水の効率的利用、土

壌改良資材、微量要素肥料も含む適切な肥培資材の選定などがあると考えられた。これらから

更に重要なものを絞って取り組めば、農家の収益向上と保全に役立つ土壌管理技術を実証・提

供できると思われる。

　農家収益を向上できる作物作りのための「栽培」あるいは「生産システム」の活動が「土壌

管理・保全管理」と並んで必要と思われる。この活動項目は、実証展示圃や農家の栽培指導を

行う上にも不可欠である。栽培はコムギなど穀類の保全的増収技術、野菜を新規に導入栽培す

る技術及び果樹栽培技術の改善などがあろう。

　コムギの収量は、チリ国平均収量3.3ｔ/haに対して、乾燥内陸地域の農家聞き取りレベル

は1.0～1.8ｔ/haであり、キラマップ試験場の農家実証圃場における不耕起栽培試験成果（対

象区1.8ｔ/haを3.0ｔ/haに、クローバ跡では4.5ｔ/haに増収）、窒素施用量試験成果（140

㎏/ha施用下で約６ｔ/ha）がある。試験場の増収技術が速やかに普及していない実態がある

ので、隘路を改善して実用化を図る、あるいは、小農育成事業や関係補助金制度とのかかわり

で普及に供したり、小農育成政策レベルの提言を行うなどが期待される。

　野菜についてはチリ側からの要請は特に示されなかった。しかしながら、灌漑水が確保され

た場合、短期間で収益向上につながるものとして野菜があると考えられ、野菜はまた実証圃を

作る上でも適切と思われる。FAO土壌保全事業のポルテスエロ事業地では試験作物としてタ

マネギとイチゴを取り上げており、またキラマップ試験場にはタマネギ、ニンニクの試験報告

があるように、キラマップ試験場としても対応が可能と思われる。政府の政策は、「良質輸出

用作物」生産を標榜し、キラマップ試験場の域内生産もこれに同調していると見られるが、近

隣都市への供給を狙った葉菜・果菜の栽培も考えられよう。

　果樹栽培は、ブドウ栽培技術についてチリ側から協力要請があったが、自国内においてブド

ウ企業農業にかなり高度の技術があると察せられる。技術的に我が国に何を期待しているのか

も現時点では明らかではないので、土作りなどで対応すれば良いのかもしれない。ただし、現

地農民には余分の水が入手できた場合にはブドウ園に使えば収益が上るという水への期待が大

きいことは間違いない。ブドウ以外に内陸乾燥地帯は木イチゴ、アンズの類に適しているとの

話があった。

　結論として、「土壌管理・保全」、「栽培・営農」の活動項目は、ミニッツ内に「Improvement

of Soil Management and conservation」、「Verification and field demonstration of

conservative soil/water utilization technology」の記述にとどめ、協議においてもこれら課

題の内容に立ち入ることはしなかった。
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(5) まとめ

　プロジェクトが取り組むチリ内陸乾燥地帯農業は、砂質で地力の低い花崗岩質土壌の傾斜地

農業に加えて、水が十分にないという厳しい立地条件にある。ここに生活を営む小農農家が手

間のかかる土壌保全をあえて行い、かつ収益が向上できるという生産体系を技術のみで生み出

すのは容易ではない。水供給の改善と技術の改善、すなわち生産システムの改善と、州や国の

支援施策や普及啓蒙活動との協調によって初めて果たせるものと思う。このような諸施策との

全体スキームのなかで有効な技術を選択または開発し、農家の実践のなかで評価することがプ

ロジェクトの目的である。このようなプロジェクト活動は小流域を対象に行うことが効果的で

ある。そしてこのようなプロジェクト活動は結果的には地域の農村開発、貧困対策に役立つで

あろう。これらのことを「土壌肥料・栽培」の見地から確認した。

　「水資源確保」、「土壌管理・保全」、「栽培・営農」の各活動は相互に密接な連携が必要であ

り、専門家派遣等国内支援活動においても関係部局、関係機関の協調・協力が不可欠である。

相互の協調連携によりプロジェクトが成功することを願いたい。

　今回の短期調査は、事前調査の後にチリ側から対象区等を変更するなど要請書の再提出があ

り、その確認や、実施体制、合同委員会等チリ側関係機関の対応の確認と枠組みづくりにかな

りの時間を費やした。本来のプロジェクト活動内容の検討が十分行えなかった。そのようなな

かで、活動課題及び専門家派遣分野に関する日本側案を提示し、チリ側は時間的に見て十分咀

嚼することなく合意したきらいがある。最終協議において、キラマップ所長からプロジェクト

原案には同意するが、予算とカウンターパートの配置が心配との発言があった。

　プロジェクトの成否は計画段階にあることは言を待たない。本件においては双方合意のもと

に実務者レベルでの計画が十分に練られているとは言い難い。この不足を補う何らかの対策が

必要と考える。

　表面水供給の時期や量の推計と栽培暦上の効果的水利用とのすりあわせ、土壌管理による表

面流去の抑制がため池水量に及ぼす影響等「プロジェクト全体像」を描くための早急の調査の

実施も望まれる。
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５．５．５．５．５．プロジェクトの構成プロジェクトの構成プロジェクトの構成プロジェクトの構成プロジェクトの構成

　前述のように、土壌浸食防止は個別農家での対応は困難であることから、性格的には国土保全

的な要素を多く含んでおり、国家的対応が必要である。土壌保全のためには、工学的手法や農学

的手法が考えられるが、適切な土壌管理技術や水資源開発さらに適切な水利用技術等は本件協力

の中核となろうが、農村地域開発という観点から開発経済のマインドが不可欠である。特に構造

物を築造した場合には、その費用対効果の確保や維持管理・運営費用は事業から生み出さなけれ

ばならないことから、この意味では国民経済的行為といえる。一方、国土保全的な意味合いも大

いにあることから、このために必要な事業費は国費で負担すべきと考えられる。すなわち、農家

が負担すべき内容を明らかにし、持続的な運営経費を農民自らが当該事業の恩恵により生み出す

ことが求められる。

　また、流域単位での開発に関するグランドデザインを描く必要があり、RRA、PR、PCM及び

PDMを通じた農家の合意形成を得るために、農村開発の分野を担当する専門家を配置する。農家

にインセンティブを与えることが本プロジェクトを成功させるために必要であるが、その要因の

最も大きなものは灌漑農業である。よって、灌漑、営農（野菜、果樹）の専門家を配置する必要

がある。長期及び短期専門家を含むプロジェクトの構成はPDM案に示すとおり。

表5-1　長期及び短期専門家のプロジェクト構成

長期専門家 短期専門家
①チーフアドバイザー 畑地灌漑、小規模灌漑、地下水開発、GIS
②調整員 土層改良、土壌物理、土壌化学、野菜、果樹
③灌漑、水資源 参加型調査計画（RRA、RRA、PCM、PDM）
④土壌管理 構造物設計、営農、開発経済、経済評価
⑤栽　培
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６．６．６．６．６．現行プロジェクトとの協調現行プロジェクトとの協調現行プロジェクトとの協調現行プロジェクトとの協調現行プロジェクトとの協調

　現在、チリ側ではPRODECOP（乾燥地貧困農村開発事業）、PROMM（中小規模灌漑建設改修

計画）、PROVALTT（灌漑及び灌漑地区での生産システム技術実証普及計画）、PRODESAL（地

域農業開発計画）等が施策として施行されている。これらの事業との組み合わせにより、土壌浸

食防止に必要な対応が図られるものと思料される。例えば、INDAPによるPRODECOP支援は、

土壌保全事業に関するものは100％補助、灌漑は90％補助、資材調達関係は60％補助といった具

合である。PROVALTTの基本補助率は75％。

　今次プロジェクトの場合、小流域単位での開発ということであり、構造物的には特に大規模な

ダム、頭首工といったものはない。灌漑に関しては、雨水の貯留による有効利用のほかに、地下

水利用による灌漑も考えられ、乾期における有効な手段を講じる必要がある。

　チリ政府の方針として、貧困農家にインセンティブを与えるために、灌漑農業を推奨しており

ODEPA、INDAPとしても PROVALTTを中心に事業を展開している。しかしながら、これに土

壌保全という考えを付け加えなければ適切な流域管理ができないというところが要請の根幹でも

ある。小流域の考え方は１学区単位が適当であるが、それでもほとんどの小流域は約1,000haにも

及ぶものであり、これをすべて対象としたプロジェクトにはなり得ない。すなわち、小流域の中

のおおむね10戸程度を１つのクラスターとして考え、その対象面積をモデルとして住民参加によ

り開発していくことが費用面からも妥当と判断される。これらの費用は、チリ側現行制度の活用

による予算手当てを求めており、日本側経費との協調内容を検討する必要がある。
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７．７．７．７．７．プロジェクトの基本計画プロジェクトの基本計画プロジェクトの基本計画プロジェクトの基本計画プロジェクトの基本計画（（（（（案案案案案）））））

７－１　プロジェクト・タイトル

　プロジェクトのタイトルは「住民参加型農村環境保全」となっているが、英文及び西文にして

も具体の内容が分かり難いものとなっているため、チリ側に対して西語の短縮語で適当な名称と

なるように検討を依頼した。本件の最大の問題は、土壌浸食防止と水不足の解消及び土壌と水の

保全・管理であることから例えば「第８州土壌・水保全計画」（Soil and Water Conservation

Project in Region VIII, Chile）も考えられる。チリ側からの回答は、R/Dに向けてのチリ側意見

の提出にあわせてなされることとした。

７－２　実施機関及び実施体制

　基本的に、どのように土の肥沃度を高め、土壌浸食を防ぐ耕耘方法の改善等、土壌管理・保全

技術の改善と、地下水を含む水資源開発及び流出解析を通じ、地域資源の循環に配慮した農村地

域社会開発手法を開発するという優れた技術的内容に関することから、プロジェクトの実施機関

を INIAとすることで合意した。ただし農業省には INIA以外に INDAP、SAG、CONAFという

関係機関があり、特に SAGにおいては日本のトラストファンドによる FAOプログラムの経験を

有し、またINDAPは農民に対する小規模灌漑補助や融資等を行っているなど、内陸乾燥地域にお

ける貧困問題を解決するためには、これら関係機関との協調体制を確保することが重要である。

　また本件は、特に貧困層を抱える内陸乾燥地域の経済事情を改善させるというチリ国政府の方

針から、農業省ODEPAをはじめ外務省AGCI、第８州農業省SEREMI及び上記関係機関の関心

は高いものがあった。特に、本件は農業大臣自身が興味を示しており、ミニッツ署名も大臣自ら

が行った所以である。

□　実施機関　………………………………　INIA

●　プロジェクト最高責任者　……………　農業大臣

●　技術面での最高責任者　………………　INIA長官

●　運営・調整面での最高責任者　………　第８州農業省 SEREMI

☆　プロジェクトダイレクター　…………　INIAキラマップ所長

☆　プロジェクトマネージャー　…………　INIAキラマップ所長が任命する者

　今次調査団と実質的に協議してきた者は、INIAキラマップの調査開発部次長であるCARLOS

OVALLE MOLINAであるが、この要職は研究者間による選挙によって決められる。このことから、

現在ところ、同氏がアポイントされる可能性が高い。
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７－３　活動サイト

　プロジェクトサイトは、第８州ニンウエ区とする。今回現地調査を行った候補地区はグアルテ

地区、ペニャフロル地区、レロッカ地区、サンホセ地区の４箇所である。全地区に共通している

事項は、山岳丘陵地帯であり適切な土壌管理が行われていないことから土壌浸食が発生、リン欠

による作物生産性が極めて低い（小麦で１トン）。

表7-1

　以上のように、概して水資源の不足と適切な土地利用が欠落している。これらの農家の所有面

積は平均８ha程度である。農家の多くは灌漑農業であれば、もっと良い営農ができると、灌漑農

業は“夢”であるとまで表現した。

　ニンウエ区の区長の説明は次のとおり。ニンウエ区には大規模農家はいない。皆、中小規模の

農家である。21世紀に入ろうとしているのに、ここではいまだに伝統的な非効率的な農業を営ん

でいる。新しい農業の導入が必要である。ニンウエ区に灌漑農業を導入することが夢である。

　その場合、中小規模の農家に適したものでなければならない。このままでは、松やユーカリが

増えてしまう。町の発展のためには、新技術の導入により付加価値の高い作物を作っていきたい。

現地調査では、サンホセ地区が最も熱心であった。

７－４　協力期間

　協力期間は基本的に５年間とする。プロジェクトの開始時期は、チリ国で予定されている大統

領選挙を12月 12日に控えていることもあり、実施協議調査団は遅くとも11月上旬までに派遣さ

れることが望ましい。また、政権の交代に伴うプロジェクトへの影響を極力避けるため、可能な

限り高いレベルでの合意を取り付けることが肝要である。

　上記R/Dを受け、専門家派遣は３月末を目途とする。

７－５　目標

　今次調査結果を踏まえ、本件プロジェクトは「ニンウエ区の小流域において、持続的農業開発

のための総合化された土壌、水保全技術を実証すること」を目標とする。さらに、これらの技術

はチリ国内の他の内陸乾燥地域へ波及されるべきものであることとする。

地 区 名 代 表 者 所有面積 井 戸 栽　　培 問 題 点
グアルテ地区 Sra.ノルマ 1ha 浅井戸 小麦 土地不足
ペニャフロル地区 Sr.ギジェルモ 8ha 浅井戸 小麦、レンズ豆 水不足
レロッカ地区 Sra.フィローメ 11ha 浅井戸 小麦、レンズ豆、葡萄 水不足

サンホセ地区 75 戸 1,057ha 浅井戸
小麦、レンズ豆、葡萄、
畜産

水不足、牧草不足、
土地利用
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７－６　成果

　本プロジェクトの活動項目を通じ、次の事項が成果として考えられる。

(1) 小流域における適切な農村地域開発計画が策定される。

(2) 土壌・水保全技術が改善される。

(3) 土壌・水保全技術に係る総合的な技術が実証される

　ここで留意しなければならないことは、実現可能性に関して農民組織や社会経済的な観点から

の検討を加え、土壌・水保全の持続性を確保すること、また、どのように農家に開発された技術

を伝えるのか、その手法についてであろう。また、本件プロジェクトを通じ、痩せた土壌改良に

要する年数を明らかにし、その間の減収補償などを支援するなどのインセンティブを与える土壌・

水保全に対する支援制度の改善または新規創設も考えられる。さらに、現実的にガリ浸食が既に

発生している場合の対処手法についても、現地で入手可能な根群域の広い樹種を組み合わせ、で

きるだけ人工構造物を使用せずに、自然資源を活用することにより土砂崩壊を防止するなど工夫

を凝らすことも成果となろう。またガリ浸食の周辺には果樹を導入し、アグロフォレストリーと

して活用するような土地利用計画の策定は効果的であろう。

７－７　活動項目

(1) 小流域の資源評価と土地利用計画

１）水資源評価

２）社会経済調査

３）土壌浸食現況調査

４）土地利用計画

　水収支分析など科学的な水資源評価の手法を導入し、農家の参加型のアプローチを含んだ小

流域の社会経済調査・資源点検・土地利用計画の策定を行う（初年度に重点実施、２年目以降

適宜計画・設計の見直し、５年目に評価）。次の(2)及び(3)の成果も反映させつつ、最終的に

土壌・水保全のための小流域における農村地域社会開発計画を策定する。

(2) 土壌・水保全技術の改善

１）小流域における節水型灌漑技術の改善

２）地表水・地下水利用による水資源開発技術の改善

３）土壌管理・保全技術の改善
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　土壌・水の保全/管理/利用のための個別技術の改善を図ることとする。すなわち、ごく小

規模なため池の利用による小規模畑地灌漑技術、緑肥、堆肥利用による土壌改良技術、小規模

灌漑による適作物栽培技術（特に、野菜）、土壌養分の流出実態、地下水の動態把握などが考

えられる。

(3) 総合化した技術の実証・展示

１）総合化された土壌・水利用技術の農家レベルでの実証

２）土壌・水保全のための手引き書（マニュアル）の作成

　計画・設計・実証・評価の全段階を農家参加型で実施する。営農調査（農家経済調査・社会

調査）によるモニタリングにより評価する。

７－８　実施体制

　本プロジェクトは直接普及事業を行うものでなく、INIAにおける上記の活動を通じた小流域開

発手法の確立と有用技術の実証まであるが、技術成果の波及の観点から、関連機関（INDAP、

SAG、CONAF等）を参加させ各機関における技術・経験を活用するとともに、各機関の意見も

聴取しつつ技術開発・実証を進める体制が必要である。また、他州に成果を波及させる観点から

は、中央レベルとの関係も担保する必要がある。

　ODEPA との最初の協議において、ODEPA は本件の実施体制については第８州の農業省

SEREMIを中心に推進することとし、特段ODEPAは責任機関としての立場をとらない事を表明

した。調査団としては、チリ側要請機関がODEPAであることから、中央レベルでの合同委員会

を設置し、これら関係機関との調整役をODEPAが担当する必要があるのではないかと提案した

ものの、ペンディング事項となっていた。

　このことに関し、第８州における現地調査後に行ったSEREMIとの協議において、SEREMIは

中央レベルでの合同委員会は世界銀行プロジェクトであるPRODECOPを例にしても、十分機能

していないことを調査団に説明した。調査団としては、屋上屋を重ねるのでくなく、実質的にプ

ロジェクト運営が可能となるように次のように配慮した。すなわち、内陸乾燥地域の土壌・水保

全に関する技術的改善面と同地区の社会・経済的背景にかんがみ、どのような農村地域社会開発

を推進すべきかについて、これまでSAG及び INDAPが実施してきた経験を参考にする必要があ

るため、農業省SEREMIをプロジェクト運営及び調整面での責任者にすることが望ましいと判断

した。また、技術面での実質的な責任者（プロジェクトダイレクター）として INIAキラマップの

所長とし、第８州においてフットワークの良い調整を期待することとした。

　一方、ODEPAは中央レベルでの調整機能を有し、AGCIとともに JICA、大使館と調整を行う
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ものであり、直接SEREMIとは関係を持たないのがチリの小さな政府の運営方針である。ただし、

仮に予算的な調整が生じた場合には、必要な調整は大臣を通じて行うこととしている。

図7-1

 C h a irm an

 A dm inistrative  &  C oord ination

 N ecessary  A dvice

 C en tra l Level C oord in ation

農業大臣 (総責任者 )

日本人リーダー

IN IA 長官 (技術総責任者 ) O D E P A A G C I JIC A E O J

【第８州合同調整委員会】

農業省 S E R E M I(調整責任者 )

IN IA S A G C O N A F 日本人IN D A P

・プロジェクトダイレクター

（ IN IA キラマップ所長）

・プロジェクトマネージャー

（ IN IA キラマップ所長が任命）

専門家
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８．８．８．８．８．プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点

(1) 予算の確保

　実施機関は技術的観点から INIAとするが、INIA自身は予算の確保を自らが行う機能を有

していない。予算は、農業省が責任をもって準備するとしているが、ODEPAと第８州農業省

SEREMIとの関係が明確ではない。予算制度も含めて確認する必要がある。また、チリ側は、

プロジェクト開始に必要な経費を含めR/Dに向けての調整事項について、２週間以内に意見

を提出することとした。また、専門家の事務所などについても、R/Dによりプロジェクトの開

始が明確になってから手当てすることになるため、第１年目の活動が円滑に行えるか否か懸念

される。当面、INIAの会議室などを活用していくことも検討する必要がある。

(2) 協力の開始時期

　上記、予算の確保と、1999年12月12日に予定されている大統領選挙に影響される可能性が

ある。このため、11月上旬までにR/D調査団を派遣し、協力の開始時期を確定する必要があ

る。日本側としては、今年度予算の執行にかんがみ、可能であれば３月末日までに全専門家を

派遣することが望ましい。

(3) カウンターパートについて

　チリ側は、予算の事とも絡むが、カウンターパート（C/P）の確保をどのようにすべきかに

ついて検討している。当初は長期専門家に対し少なくとも２名以上のC/Pを予定していたが、

困難であり、１名は確保する方向での調整となろう。その場合、すべてがフルタイムのC/Pと

なるか否かを確認する必要がある。基本的には INIAキラマップの研究者となるが、必要に応

じて他の INIA研究所からの配置も検討される予定である。

(4) 農村地域開発マインド

　今回の調査で気がついたことは、本プロジェクトにより改善される土壌・水保全技術は、内

陸乾燥地域の農家に受入れられるものでなければならない。そのためには、農家経済事情や、

地域社会が抱えている問題点を把握し、適切な土壌・水保全、土地利用計画等を策定する必要

がある。よって、ある面、開発調査による調査手法を導入する必要がある。この波及可能な技

術の普及が、最も関心の高い点であることに留意する必要がある。

(5) 専門家派遣

　本件プロジェクトは、上述のように普及可能な技術を開発しなければならないが、そのため
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の技術分野が多岐にわたっている。よって、短期専門家の適時適切な派遣が望まれる。特に、

第１年目に重点実施する住民参加型専門家等は早期に派遣されるよう留意しなければならな

い。
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９．９．９．９．９．生活環境等生活環境等生活環境等生活環境等生活環境等

　専門家の主たる活動の場は、第８州のチジャン市になると思われる。この場合、想定される問

題点は、専門家の子弟の教育問題である。日本人専門家学校は首都サンティアゴにしかなく、現

地には補修校もない。したがって専門家の家族はサンティアゴもしくはコンセプシオンに滞在せ

ざるをえず、チジャンでの勤務となる専門家は海外においての単身赴任となることが想定される。

したがって、仮に専門家はチジャンへ、家族は教育のためにサンティアゴに居住せざるをえない

場合、住居手当等について、適切な処遇を配慮する必要がある。

　生活環境は、チジャンではほかの日本人は青年海外協力隊員が１名居住しているのみでそのほ

かはいない。日本食材料も入手困難で、サンティアゴでの食材確保が必要である。コンセプシオ

ンは、チリ第２の都市であり、生活環境は食料品のことを除けば、特段問題を生じない。

　サンティアゴからコンセプシオンまでの飛行機代は１時間弱の所要時間で約１万円/片道。これ

をトイレ付きの大型バスで行くとすれば、約５時間の移動時間で費用は10分の１である。
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1010101010．．．．．所感所感所感所感所感

10－１　農民自らが望んでいるプロジェクト

　今回の現地調査を通じ、本件は、内陸乾燥地域における農民が心から待ち望んでいるプロジェ

クトであると痛感した。特に、ニンウエ区の各候補地区での調査において、農民は灌漑農業を導

入することが「夢」であるとし、適性な水資源開発と土壌管理/保全を強く望んでいた。特に、サ

ンホセ地区では農民との集会をもったが、多くの課題は①水不足、②土壌浸食、③節水灌漑農業

の導入、④葡萄園の拡大、⑤女性の経済活動への貢献であった。また、今次プロジェクトの協力

は、自分たちの所得の改善につながるものであるが、子供達へ受け継いで行かなければならない

大事なものであり、プロジェクトへの協力を惜しまないことを表明した。

　なお、一方ではチリ人気質は個人中心的であり、協同して作業するといったことを不得手とし

ており、本プロジェクトが単なる実証にとどまらず、その後、地域に成果が普及していくために

は小流域単位で対処しなければならないことに対しての農民意識の改革が大きな決めてとなろう。

10－２　プロジェクトに関する関心

　農業省においても、これまで INDAP、SAGといったところが独自に、あるいはFAOとの連携

により内陸乾燥地域の貧困解消のために努力してきた。しかしながら、貧農は一向に新しい技術

を受入れようとはせず、依然として土壌浸食が進行していることを訴えた。当然のことながら、本

件プロジェクトとしても、これらの貴重な経験に学ぶところ大とし、かつ、適切な農村地域社会

開発に資することとならなければならない。

　特に、本件は内陸乾燥地域における貧困解消に資することが最終目標となっているため、農業

大臣自らが強い関心を持ち、ODEPA、INDAP、INIA、SAG、CONAF、第８州農業省SEREMI

といった農業省関係機関ばかりでなく、AGCIも現地調査に同行するなど強い関心を示している。

10－３　合同調整委員会とローカルコストの確保

　第８州の農業省SEREMIとの協議において、本件プロジェクトの運営にかかわる合同調整委員

会は、中央レベルではなく第８州を中心に構成すべきであるとの提案があった。調査団としても、

運営委員会を効率的に機能させるためには、中央レベルの総責任者を農業大臣とし、技術面での

総責任者を INIAの長官とし、関係機関の調整責任者を第８州農業省SEREMIにすることが望ま

しいと判断した。問題は、本件プロジェクトの円滑な運営を図るために不可欠なローカルコスト

の確保である。第８州の農業省SEREMIとしては、本件はODEPAが要請したものであるが、プ

ロジェクトの総責任者として農業大臣が署名する以上、運営に必要な予算は確保しなければなら

ないと明言した。
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　さらに、最終的にOPEDAとの協議を行った際、OPEDAは中央においての調整機関の役割を果

たすもので、必要な予算についても、より詳細な検討を加えることが必要であるとし、２週間以

内にR/Dに向けてのコメントを提出することとした。このようなチリ側の対応は、早期プロジェ

クト開始に向けて建設的な意見が多く、極めて真摯なものであることが認められた。
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